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2023 年、2024 年と知見集への寄稿の機会をいただきましたが、いよいよ今回が最終回となります。パリ

協定が採択され、世界各国による環境課題への取り組みが具体化・本格化して数年が経過した今、欧米の

温室効果ガス（以下、GHG と表記することがあります）排出事情、これまでの推移とこれからの計画、

そして取り組みの内容とその結果から私たちが学べることはたくさんあると思います。今回は、パリ協

定に導かれて私たちが目指しているものが何かを再確認し、特にアメリカ合衆国と EU による環境アク

ションについて、できる限り新しいデータと公式報告書に当たってまとめています。 

なお、特に記載がない限り、本稿中の GHG 排出量記載は二酸化炭素（CO2）換算です。また、図表中に

登場する「LULUCF」は「Land Use, Land-Use Change and Forestry」の略語であり、日本語では「土

地利用、土地利用変化、林業部門」を指す環境用語です。これは、土地利用や土地利用の変化、林業活動

による GHG の排出・吸収を指しています。図表中では主にこのカテゴリーからの排出・吸収の収支を示

しています。（一部、排出量と吸収量が分けて記載されています。） 

 

 

環境や気候変動に関する国際的枠組み 

●「COP（コップ）」とは 

2024 年 11 月、アゼルバイジャンのバクーにて「COP29」が開催されました。COP とは締約国会議

（Conference of the Parties）の略で、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）における最高決定機関として

設置されており、COP29 とは、正式には「国連気候変動枠組条約第 29 回締約国会議」です。毎回、その

時々に応じた異なる論点が挙がりますが、COP29 の最大の論点は「資金」で、先進国から発展途上国に

対する環境目標達成に向けた活動資金援助等について議論されました。 

UNFCCC は、1992 年にリオデジャネイロで開催された地球サミットで採択され、1994 年に発効されま

したが、この条約を批准した国がこの条約の「締約国」と呼ばれる COP の参加国です。条約が発効した

翌年の 1995 年には第 1 回の COP（COP1）がドイツのベルリンで開催され、以降はほぼ毎年 COP が開

催されています。 

COP は、日本を含む締約国・地域機関の政府代表者に加え、学者、NGO、ビジネスリーダーなど多様な

ステークホルダーが参加する国際会議です。気候変動に関する最新情報の交換と、気候変動問題の緩和・

解決に向けた議論が開催の目的になっています。 

また、COP では締約国から提出された排出インベントリ（大気中に放出された GHG の量を計算したも

の）をもとに、条約の目的達成に向けた締約国の対策の効果や進捗状況の評価（＝GST：後ほど説明いた

します）も行われます。 

 



●京都議定書とパリ協定 

1997 年に京都で開催された COP3 は、気候変動に対する国際的な取組の歴史的な転換点となりました。

COP3 で採択された「京都議定書」は、先進国が GHG の排出量削減を約束する国際的な枠組みです。こ

の議定書では、先進国に対し、2012 年までに GHG 排出量を削減する目標を設定することが求められま

した。この枠組みは、気候変動対策を国際的に進めるための基盤になりましたが、途上国の目標設定が含

まれず、限界も指摘されていました。 

そして 2015 年に開催された COP21 で採択されたパリ協定は、2020 年以降の GHG 排出削減のための京

都議定書に代わる新たな国際的な枠組みとなりました。パリ協定は、先進国・途上国を問わず全締約国が

参加する法的拘束力のある国際条約であり、世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて 2 度未満に抑

えることを目指し、さらに可能な限り 1.5 度未満に抑えるよう努力することが定められました。これがい

わゆる「1.5 度目標」です。 

そして、2021 年の COP26 では、パリ協定の目標達成を支える具体的な実施ガイドラインであるルール

ブックが完成しました。「行動」の段階に入った 2022 年以降、各国はこの合意されたルールに従い、パ

リ協定の目標達成に向けてさらに野心的な行動を取ることが求められています。 

このルールブックには、1.5 度目標の達成に向けて、各国の温室効果ガス排出削減目標や行動を徐々に強

化していくための仕組み「ラチェット・メカニズム」が盛り込まれています。ラチェット・メカニズムの

構成要素は次の 3 つで、これらが定期的に繰り返しサイクルされることで、各国の取り組みを着実に強

化していく仕組みです。 

 

【パリ協定のラチェット・メカニズムを構成する 3 つの要素】 

①「国が決定する貢献（NDC：Nationally Determined Contribution）」：各国が 5 年ごとに策定・提

出する温室効果ガス排出削減目標。表 1 に日本、EU、米国、中国の NDC をまとめました。 

②「強化された透明性枠組み（ETF：Enhanced Transparency Framework）」：各国が 2 年ごとに目

標達成に向けた進捗状況を報告する仕組み。 

③「グローバル・ストックテイク（GST：Global Stocktake）」：2023 年から 5 年ごとに実施される、

パリ協定の長期目標に向けた世界全体の進捗状況を評価する仕組み。各国の NDC や気候変動対策の状

況を総合的に分析・評価します。 

  



 

表 1 締結国の NDC 一例 

  温室効果ガス排出削減目標 さらに長期的な目標 

日本 

2030 年度において、温室効果ガスの

排出量を 2013 年度比 46％削減（さら

に 50％の高みに向けて挑戦を続け

る） 

2050 年までに温室効果ガス排出

を実質ゼロにする 

EU 
2030 年までに、温室効果ガスの排出

量を 1990 年比 55％以上削減 

2050 年までに温室効果ガス排出

を実質ゼロにする 

アメリカ合衆国 
2030 年までに、温室効果ガスの排出

量を 2005 年比 50～52％削減 

2050 年までに温室効果ガス排出

を実質ゼロにする 

中国 
2023 年までに、GDP 当たりの二酸化

炭素排出を 2005 年比 65％以上削減 

2060 年までに温室効果ガス排出

を実質ゼロにする 

出典：気候変動枠組条約（UNFCCC）事務局：NDC（Nationally Determined Contribution

（国が決定する貢献））レジストリ/2024 年 10 月 23 日アクセス 

 

2021 年 11 月から開始された初めての GST は、2023 年にドバイで開催された COP28 で完結しまし

た。その結果、従来から指摘されていたとおり、世界全体の取り組みが「1.5 度目標」の達成に必要な

軌道に乗っていないことが改めて示されました。また、次回 NDC の提出期限である 2025 年 2 月まで

に、締約国には目標達成に向けて NDC を見直し、強化することが求められています。 

まずは、世界各国が何を目的とし、どこを目指して GHG 排出削減に取り組んでいるのかを確認しまし

た。次の章からは、米国と EU を取り上げ、それぞれの目標達成状況や具体的な取り組みを見ていきま

しょう。 

 

排出削減目標達成に向けた各地域のあゆみ 

1．アメリカ合衆国 

2024 年 11 月に行われた米国大統領選挙の結果、トランプ氏が 2025 年 1 月に 4 年ぶりに大統領へ返り

咲くことが決定しました。トランプ氏は、バイデン政権が進めた気候変動対策を大きく転換し、エネル

ギーコスト削減を目的として、石油や天然ガスの生産拡大に向けた化石燃料関連の規制緩和を進めよう

としています。また、パリ協定からの再離脱を表明しており、次回 NDC の提出期限である 2025 年 2

月までに米国が何らかの行動を起こす可能性もあります。2025 年以降、米国における GHG 排出削減の

取り組みが減速することも十分に考えられます。しかし、ここではトランプ氏の復帰による今後の政策

変更は考慮せず、これまでの取り組みを振り返りたいと思います。 

さて、2024 年 4 月、全米の GHG 排出量に関する包括的な年次報告書である「米国の温室効果ガス排出

量と吸収量のインベントリ（Inventory of U.S. Greenhouse Gas Emissions and Sinks）」の最新版が、

米国環境保護庁（EPA）により公表されました。このレポートは、締約国として GST のために提出され

た排出インベントリであり、2022 年までの各年における米国の GHG 排出量やその内訳、部門別排出量



の詳細、経年変化などを報告しています。ここでは、農業や畜産、メタン排出に関連する情報に注目し

てみたいと思います。 

図 1 は、1990 年から 2022 年までの米国の GHG 総排出量とその内訳の推移を示しています。レポート

によれば、2022 年の米国の GHG 総排出量は 63 億 4,320 万トンで、1990 年と比較して 3％減少し、排

出削減目標の基準年である 2005 年と比較すると 15.4％減少しています。表 1 のとおり、米国は 2030

年までに 2005 年比で 50～52％削減することを NDC として掲げています。この目標を達成するために

は、今後さらなる排出削減のペースアップが必要でしょう。 

2021 年から 2022 年にかけては、コロナ禍からの経済活動の回復に伴う化石燃料の燃焼増加や、天然ガ

スおよびガソリンの使用増加を主な要因として、排出量は 1.3％増加しました 

 

図 1 米国の各種 GHG および合計排出量と吸収量推移（1990 年～2022 年） 

 

図 2 は 2022 年の各種 GHG の排出量内訳を示しています。最も排出量の多い GHG は二酸化炭素（以

下、CO2 とすることがあります）で、次いでメタン、一酸化二窒素（以下 N2O とすることがありま

す）、フロンガス類と続きます。 

  



 

図 2 米国の GHG ガス種別排出量内訳（2022 年） 

 

 

●米国における二酸化炭素（CO2）排出 

GHG 総排出量の約 80％を占める CO2 排出のうち、93％は化石燃料の燃焼に由来しています。その内訳

を見ると、運輸・交通部門が 37.4％、工業部門が 26.3％を占めていました。一方、農業部門からの排出

は米国の GHG 総排出量の 0.2％で、主に石灰散布や尿素施肥に由来しています。この排出量は 1990 年

と比較して 21％増加していました。 

 

●米国における一酸化二窒素（N2O）排出 

米国の N2O 総排出量の 74.6％は農業由来であり、主に肥料や堆肥の使用、窒素固定植物の栽培に起因し

ています。実は、米国の農業部門由来の GHG 排出量の 49％は N2O が占めており、メタンを上回る影響

を持っています。N2O 排出量は年によって変動がありますが、2022 年の排出量は 1990 年比で 1.9％増

加していました。 

 

●米国におけるメタン排出 

米国の GHG 総排出量の 11.1％はメタンが占めています。2022 年のメタン排出量は、1990 年比で 17.7％

減少し、2021 年比でも 2.8％減少しました。この年のメタン総排出量のうち、36.6％は農業由来でした。 

全米最大のメタン排出源は反芻動物の消化管内発酵で、メタン総排出量の 27.4％、GHG 総排出量の 3％

を占めています。この排出源からの排出量は 1990 年比で 5.2％（950 万トン）増加していますが、これ

は主として牛の飼養頭数の増加によるものです。反芻動物の消化管内発酵に次ぐメタン排出源は、「天然

ガスの生産・供給チェーン」で、米国のメタン総排出量の 24.6％、GHG 総排出量の 2.7％を占めていま

した（図 3）。 

  



 

図 3 米国の主要なメタンガス排出源と排出量 

 

 

●米国農業セクターからの温室効果ガス排出 

GHG ごとに主要な排出セクターや具体的な排出源を確認してきましたが、次に、セクター別の GHG 排

出量とその推移に目を向けてみましょう。図 4 は、米国におけるセクター別 GHG 排出量および吸収量

の推移を示しています。 

米国最大の GHG 排出源は、過去に遡ってみても一貫してエネルギーセクターであり、2022 年には全体

の 82％を占めていました。一方、同年の農業セクター由来の GHG 排出量は 5 億 9,340 万トンで、全米

排出量の約 9.4％に相当します。これは 2021 年比では 1,140 万トン（1.9％）の減少ですが、1990 年比

では 4,220 万トン（7.7％）増加しています。 

  



 

図 4 米国のセクター別 GHG 排出量および吸収量の推移（1990～2022 年） 

 

 

図 5 は、2022 年の米国農業セクターにおける排出源別 GHG 排出量を示しています。最大の GHG 排出

源は農用地の土壌管理であり、CO2 と比較して温暖化係数（GWP）が約 273 倍（100 年値）と高い N2O

の排出が多いことが、この結果につながっています。 

表 2 は、米国農業セクターの各カテゴリーから排出される GHG の種類別排出量の推移を示しています。 

 

図 5 米国農業セクターの各 GHG 排出源と排出量（2022 年） 

 

 



表 2 米国農業セクターから排出される各種 GHG と排出源別排出量推移 （百万トン、二酸化炭素換算） 

 

 

●米国における肉牛・乳牛の消化管内発酵由来メタン排出の動向 

次に、米国の GHG 総排出量の約 3％を占める家畜の消化管内発酵由来メタンに注目します。ご存じの

とおり、ヒトや鶏・豚などの単胃動物には消化できない粗繊維を、反芻動物は分解して栄養に変えるこ

とができます。これは、反芻胃に生息する多様な微生物群の働きによるものですが、その消化過程の副

産物として発生するのがメタンです。 

実は、鶏や豚も消化管内発酵によってメタンを排出しています。しかし、反芻動物とは異なり、単胃動

物の場合、メタンの大部分は大腸内で産生されます。また、大腸の容量が小さいことから排出量も非常

に少ないため、単胃動物飼養に由来するメタン排出の大部分は体内からではなく、むしろ排泄物管理に

おける嫌気性発酵に由来しています。 

2021 年および 2022 年の米国農務省（USDA）の報告によると、長期的には乳牛の飼養頭数は 4.5％減

少した一方で、乳量は 45.9％増加し、その結果、メタン排出量は 13％増加しました。つまり、乳牛 1

頭当たりのメタン排出量は増加したものの、生産物（乳や肉の生産量）当たりのメタン排出量は減少し

ています。この傾向は、飼養管理の効率化や乳牛の生産性向上によるものと考えられています。 

1990 年から 1995 年にかけて、肉牛飼養に由来する GHG 排出量は増加しましたが、1996 年から 2004

年にかけては減少しました。これらの変動は主に飼養頭数の増減と、フィードロットにおける飼料消化

性の向上によるものです。2004 年から 2007 年にかけては、飼養頭数の増加と飼料消化性の低下により

排出量が再び増加しました。その後は飼養頭数の減少に伴い、2014 年まで排出量は減少しています。

一方、2015 年から 2018 年にかけては再び増加傾向となりました。 

乳牛についても、1990 年から 2004 年にかけて飼養頭数の減少に伴い GHG 排出量が減少しましたが、

2004 年から 2007 年にかけては飼養頭数の増加と飼料消化性の低下により排出量が増加しました。その

後、2018 年まで排出量は増加しましたが、これも主に飼養頭数の増加に起因しています。 

  



 

表 3 米国の畜種別消化器官内発酵由来のメタン排出量（百万トン、二酸化炭素換算） 

 

 

●バイデン政権による温室効果ガス排出削減への取り組み 

2021 年 1 月、第 46 代米国大統領に就任したバイデン氏は、それまでの 4 年間にトランプ前大統領の政

策によって低下していた米政権の気候問題への存在感を取り戻すべく、環境対策への強い意思を表明し

ました。実際に、第 1 次トランプ政権下で離脱していたパリ協定への復帰を皮切りに、2021 年 4 月には

気候サミット（Leaders' Summit on Climate）を主催し、自国の温室効果ガス削減目標の引き上げを発表

するなど、就任後速やかに行動を起こしています。 

2021 年 11 月には、COP26 で立ち上げられ、米国、日本、EU、カナダなど 150 か国以上が参加する「グ

ローバル・メタン・プレッジ」を受け、「米国メタン排出量削減行動計画（U.S. Methane Emissions 

Reduction Action Plan）」を公表しました。「グローバル・メタン・プレッジ」とは、2030 年までに人為

的なメタン排出量を 2020 年比で少なくとも 30％削減することを目標とする国際的な枠組みです。米国

は 2022 年以降、毎年 11月にメタン排出量削減に向けた取組状況をまとめたレポートを公表しています。 

さらに、前例のない規模の気候変動関連投資もバイデン政権の重要な政策の一つでした。老朽化したイ

ンフラの更新や高速通信網の整備を目的とする「インフラ投資・雇用法（Infrastructure Investment and 

Jobs Act）」、半導体産業を支援する「CHIPS・科学法（CHIPS and Science Act）」、そして、インフレ抑

制とエネルギー安全保障の強化、気候変動対策の推進を目的とする「インフレ抑制法（IRA）」の 3 つの

法律により、インフラ整備や研究開発に数千億ドル規模の資金が投入され、その多くが気候・エネルギー

分野に充てられました。 

特に 2022 年に成立した IRA は、2022～2031 年度にかけて財政赤字の削減を図るとともに、その財源を

活用して気候変動対策やエネルギー転換への大規模投資を行う法律です。2024 年 8 月、IRA 成立 2 周年

にあたり公表されたファクトシートでは、過去 2 年間の取組について、「クリーンエネルギーと気候変動

対策に対する史上最大規模の投資を実施した」との成果が報告されています。 

ただし、2025 年以降、トランプ政権および共和党主導の議会によって、IRA に含まれる政策の見直しが

進められています。 

（著者追記（2026 年 7 月）：2025 年以降も IRA そのものが廃止されたわけではありません。しかし、



2025 年に成立した法改正により、IRA の中核であったクリーンエネルギー関連税額控除や EV 支援策の

一部は縮小または早期終了となりました。一方で、一部の産業支援策やエネルギー関連税制は維持され

ており、IRA のすべてが終了したわけではありません。） 

 

●米国政府によるメタン排出削減のための取り組み：「米国メタン排出量削減行動計画」より 

米国で排出されるメタンのうち、約 30％は天然ガス・石油セクター、約 17％は埋立廃棄物および食品廃

棄物、約 6％は廃鉱、そして 30％以上は農業セクターに由来しています。毎年公表されるレポートでは、

これらの主要な排出源に対して政府が実施した対策やその成果が報告されています。 

ここでは、2024 年 11 月に公表された最新レポート『More than 100 Federal Actions to Curb Methane: 

A Year of Progress on the U.S. Methane Emissions Reduction Action Plan（政府による 100 を超える

メタン排出削減アクション ― 米国メタン排出量削減行動計画の一年間の進展）』から、農業セクターに

おけるメタン排出削減に関する主な取り組みを抜粋して紹介します。 

農業セクター由来のメタン排出量の 90％以上は畜産に関連しており、その大半が消化管内発酵に由来す

ることから、以下の施策も反芻動物の飼養管理に関する内容が中心となっています。 

 

【2024 年に米国政府主導で実施・推進された主なメタン排出量削減施策・プロジェクト】 

① メタン排出量削減プロジェクトへの資金投入 

2024 年、米国農務省（USDA）の自然資源保全局（Natural Resources Conservation Service：NRCS）

は、地域保全パートナーシップ・プログラム（Regional Conservation Partnership Program：RCPP）を

通じて、IRA により確保された 1 億 1,500 万ドルの資金を、飼料管理による消化管内発酵由来メタン排

出削減の実現に向けて投入しました。 

② 新たな飼料技術による消化管内発酵由来メタン排出の削減 

2024 年 5 月、米国食品医薬品局（FDA）は、米国で初めて、消化管内発酵によって生成されるメタンを

直接的に削減する飼料添加物の商業利用を承認しました。 

③ 農業分野に由来するメタン排出量削減に関する研究 

2024 年、USDA 農業研究局（Agricultural Research Service：ARS）は、反芻動物の消化過程、排せつ物

の貯蔵・処理、および水田などにおける嫌気的条件下で発生するメタン排出の削減戦略の開発に向けて、

1,060 万ドルを投資しました。 

また、USDA 国立食料・農業研究所（National Institute of Food and Agriculture：NIFA）は、排せつ物

管理およびメタンに関する研究・普及プロジェクト（エクステンションプロジェクト）に対し、過去 5 年

間で総額 4,650 万ドルを投資しています。このうち 1,580 万ドルは、2024 年に開始された 13 件の新規

プロジェクトに充てられています。 

④ メタン排出量の測定と追跡 

2024 年 9 月、NASA は FarmFlux 調査を支援する研究チームの募集を開始しました。この調査は、米国

内の主要農業地域上空で航空機を用いた観測を行い、農業セクターから排出されるガスや微粒子が大気

環境、気候および生態系に及ぼす影響を評価することを目的としています。 

また、2024 年 1 月には、米国標準技術研究所（National Institute of Standards and Technology：NIST）

が、地域単位で農業由来のメタン排出量を定量化できる新たな測定技術を開発しました。 



さらに USDA は、IRA による資金を活用して農業由来メタン排出量の測定を進めるとともに、排せつ物

管理や各種農業慣行がメタン排出に与える影響に関するデータ収集を継続しています。 

 

●米国の牛肉生産者を含むサプライチェーンとしての取り組み 

米国には、「持続可能な牛肉のための米国円卓会議（USRSB：U.S. Roundtable for Sustainable 

Beef）」という、米国の肉用牛・牛肉産業におけるサプライチェーン全体の持続可能性向上を推進、支

援および発信する団体があります。サプライチェーンの川上に位置する生産者を置き去りにすることな

く、業界全体で目指すべき目標を明確化し、その達成に向けた道筋や手段を共有することを目的として

います。 

USRSB は 2015 年に設立され、事務局は全米肉牛生産者・牛肉協会（NCBA：National Cattlemen's 

Beef Association）が務めています。肉用牛生産者、家畜市場関係者、食肉処理・加工業者、小売・外

食事業者などサプライチェーンの各セクターに加え、大学などの学術研究機関や動物福祉・環境保護団

体、NPO・NGO など、130 を超える団体が会員として参加しています。 

2022 年 4 月、USRSB は会員総会の決議により、牛肉サプライチェーン全体の持続可能性向上に向けた

目標を設定しました。このとき設定された目標は、①GHG 排出量の削減、②土地資源の有効活用、③

水資源管理戦略の改善、④従業員の安全・育成・健康の向上、⑤肉牛の健康と福祉の向上、⑥生産効率

の改善、製品価値の向上および需要促進、の 6 項目です。 

本稿のテーマである GHG に関する目標①に着目すると、USRSB は「2040 年までに米国の牛肉サプラ

イチェーンを環境ニュートラルにする」という目標を掲げています。その達成に向けた主要な方策とし

て、①放牧地のさらなる活用による炭素貯留の向上、②牛肉 1 ポンド当たりの GHG 排出量の削減、③

企業による GHG 削減目標達成の支援、の 3 点を挙げています。 

これらの共通かつ最重要の目標を達成するため、USRSB が牛肉サプライチェーンの各セクターに対し

て示している指標と目標を、次の表にまとめました。 



表 4：USRSB が示す指標と目標 

  肉用牛繁殖農家 肉用牛肥育農家 食肉処理・加⼯企業 小売・外食サービス企業 

指標 

土壌への炭素固

定を含む土壌と

植物の健全性の

保護・改善のた

めの放牧管理計

画を策定・実行

しているか 

大気汚染物質お

よび GHG 排出管

理のための戦略

を導入している

か 

レベル１： 施設のエネルギ

ー効率を最適化し、GHG 排

出量削減に向けた戦略を策

定・実行しているか 

レベル２： 従業員一人当た

り、あるいは牛肉重量当たり

の GHG 排出量を把握してい

るか 

レベル３： 

・GHG 排出量を公表してい

るか 

・大気汚染物質およびＧＨＧ

排出量を長期的に追跡し、改

善に向けた目標を設定してい

るか 

・GHG 排出量削減のための

提携・活動に参加しているか 

レベル１： スコープ１および２の

GHG 排出量を評価しているか 

レベル２： 

スコープ１および２の GHG 排出量

を評価する計画を持っているか 

・牛肉サプライチェーンにおける

スコープ３の GHG 排出量を評価し

ているか 

・牛肉サプライヤーに対して

USRSB の大気汚染物質および

GHG 排出量測定基準の適用を推進

しているか 

レベル３： 

・GHG 排出量の外部報告システム

に参加しているか 

・GHG 排出量の目標を設定してい

るか 

・GHG 排出量の目標に対する進捗

を実証できるか 

目標 

2050 年までに 3

億 8500 万エーカ

ーの放牧地を放

牧管理計画ある

いはそれと同等

の計画の対象と

すること 

2030 年までに牛

肉１ポンド当た

りの GHG 排出量

を 10％削減する

こと 

・2030 年までに GHG 排出量

削減戦略を有する企業によっ

て生産される牛肉の割合を

90％まで拡大すること 

・2030 年までにすべての企

業が科学的根拠に基づく

GHG 排出量削減目標達成に

向けた取り組みを行うこと 

・2023 年までにすべての会員企業

がスコープ１および２の GHG 排出

量削減目標を設定すること 

・2030 年までにすべての会員企業

がスコープ３の GHG 排出量削減目

標を設定し、進捗状況を公表する

こと 

・2030 年までにすべての会員企業

がスコープ１～３の気候ニュート

ラル達成に向けた戦略的計画を策

定すること 

 

また、USRSB は、幅広いセクターにまたがる会員が、それぞれの指標に沿って目標達成を目指せるよ

う、セクター別の教育モジュールの提供、自己評価ツールの提供、最新技術や研究成果に関する情報発

信などを行っています。 



USRSB が会員向けに提供している教育モジュールでは、大気汚染物質および GHG の排出削減に向けた

有効な手法や技術が紹介されています。ここでは、その中から特に肉牛生産者向けに示されている内容

を抜粋して紹介します。 

 

【USRSB が繁殖・育成農家（放牧生産者）向けに提案する大気汚染物質および GHG 排出削減の取り組

み例】 

• 生態系の維持・回復（例：植樹、環境改善、水辺・湿地帯の回復） 

• 放牧地の維持・管理 

• 牛の健康・福祉および生産成績の改善（例：子牛の健康管理、繁殖管理、育種改良） 

• 飼料添加物、インプラント、サプリメントを活用した栄養管理による消化管内発酵由来メタン排

出量の削減および飼料要求率の改善 

• ワクチンによる健康維持、ルーメン内微生物叢の調整、消化管内発酵由来メタン排出量の削減 

• 低メタン牛の育種選抜手法の開発と実践（メタン産生量に関する特性は経済的影響を持つ形質と

して認識されつつあり、選抜対象形質の一つになりつつある） 

 

【USRSB が肥育農家向けに提案する大気汚染物質および GHG 排出削減の取り組み例】 

• 飼料設計の見直し（例：消化管内発酵の調整、飼料消化性の改善、肥育期間の短縮につながるサ

プリメント・添加剤および飼料の活用） 

• 排せつ物管理の改善（例：バイオダイジェスター、セパレーター、コンポスター、カバー等の適

切な選択と活用） 

• 技術の活用（例：疾病の早期診断、家畜の選別） 

• 飼料添加物、インプラント、サプリメントを活用した栄養管理による消化管内発酵由来メタン排

出量の削減および飼料要求率の改善 

• ワクチンによる健康維持、ルーメン内微生物叢の調整、消化管内発酵由来メタン排出量の削減 

※メタンワクチンおよび低メタン牛は、現在も研究・開発が進められています。 

 

●米国のまとめ 

米国が公表している最新のインベントリ報告書に基づき、1990 年から直近までの GHG 排出量の推移と

その背景、さらに畜産部門および乳肉牛由来の GHG 排出量の推移とその要因について紹介しました。ま

た、米国政府による近年のメタン排出削減に向けた取り組みと、肉牛生産者を含む牛肉サプライチェー

ン全体で進められているメタン排出削減への取り組みについても概観しました。 

第 1 次トランプ政権期の政策からの転換もあり、バイデン政権の 4 年間は特に気候変動対策に注力し、

①目標達成に向けたツールや解決策、および排出量や削減効果を定量的に評価する手法の開発、②必要

な資金を確保するための制度構築、③各排出源における削減対策への投資、を推進してきたことが分か

りました。また、米国内の牛肉サプライチェーンにおいても、多様なセクターの関係者が一体となり、

GHG 排出削減を含む持続可能性目標の達成に向けた取り組みを進めています。 

排出削減目標の基準年である 2005 年から 2022 年までの間に、米国の GDP はおよそ 2 倍に成長し、人

口も約 15％増加しました。一方で、GHG 排出量は同期間に約 15％減少しています。経済成長と人口増



加を伴いながら達成された実績としては、一定の成果を上げていると評価できるでしょう。しかし、2030

年までに 2005 年比で 50～52％削減という NDC 目標を達成するためには、今後さらに踏み込んだ取り

組みが必要と考えられます。 

なお、前述のとおり、農業セクター由来の GHG 排出量は 2005 年以降増加しています。今後も人口増加

が見込まれる米国では、国内の食料安全保障の確保と輸出主導型経済の維持のため、農業セクターには

引き続き成長が求められるでしょう。そのような中で、生産効率のさらなる向上や、現在開発・普及が進

められている GHG 排出削減技術の活用によって、農業生産の成長と GHG 排出量の増加との乖離がどこ

まで進むのか、あるいは生産量の増加と排出量の削減を両立できるのかが、今後の重要な注目点となり

ます。 

 

 

２．ヨーロッパ 

次にヨーロッパに目を向けます。2024 年 12 月 13 日、欧州環境機関（EEA）は、初めての「強化された

透明性枠組み（ETF：Enhanced Transparency Framework）」に基づく報告書である『2024 年 EU 温室

効果ガスインベントリ（1990～2022 年）および 2024 年インベントリ報告書（2024 Annual European 

Union Greenhouse Gas Inventory 1990–2022 and Inventory Report 2024）』を公表しました。 

これによると、EU 加盟 27 か国の 2022 年における GHG 総排出量は 31 億 3,300 万トンで、1990 年比で

は 33％（15 億 1,600 万トン）減少し、2021 年比でも 8,300 万トン（2.6％）減少しています。（参考まで

に、前述のとおり、2022 年の米国の GHG 総排出量は 63 億 4,320 万トンでした。） 

EU では欧州気候法に基づき、2050 年までの気候中立（Climate Neutrality）の達成と、2030 年までに

1990 年比で少なくとも 55％削減する中間目標を定めています。この目標は EU の NDC とも整合してい

ます。しかし、現時点での削減見通しは 1990 年比 43％程度にとどまっており、目標達成にはさらなる

取り組みが必要とされています。 

この 32 年間の排出量減少には、再生可能エネルギーの導入拡大、炭素集約度の高い化石燃料使用の削減、

エネルギー効率の改善、さらには産業構造の変化などが寄与しています。また、COVID-19 の感染拡大に

よる経済活動の停滞とその後の回復、2022 年のエネルギー価格高騰といった経済的要因も、GHG 排出量

の変動に影響を与えました。 

さらに、建築物の断熱性能や気密性能の向上に加え、冬季の気温が比較的温暖化していることも排出量

減少の一因となっています。その結果、家庭部門における暖房用途のエネルギー需要も低下しています。 

加えて、EU および加盟国では、1990 年代以降に導入されてきた農業・環境政策や、2005 年に開始され

た温室効果ガス排出量取引制度である「EU 域内排出量取引制度（EU Emissions Trading System：EU 

ETS）」なども、排出量削減に大きく貢献してきました。 

  



 

図 6 EU の GHG 排出量および吸収量（百万トン、二酸化炭素換算） 

 

 

図 7 EU の GHG 排出量推移(LULUCF、間接的 CO２排出、および国際航空を含む) 

 

※排出量の算出は継続的に見直され、より正確なものへと更新されています。今回の報告書でも過去に



さかのぼって排出量が再計算され、グラフにも「最新の報告」として新しいラインで示されています。 

 

1990 年から 2022 年にかけて、EU の大半のセクターでは技術革新や効率向上により GHG 排出量が減

少していますが、例外もあります。例えば、運輸部門では 1 億 4,700 万トン、冷蔵・空調関連では

5,400 万トンの排出量増加が見られました。また、森林など LULUCF 部門による GHG 吸収量は 4,000

万トン減少しています。 

なお、2021 年から 2022 年にかけて最も排出量が減少したのは建物部門で、5,000 万トンの減少となり

ました。これは、2022 年が欧州で記録的な高温の一年となり、暖房用天然ガスの消費量が減少したこ

とが主要な要因です。 

EU 加盟国のほとんどで GHG 排出量は 1990 年以降減少し、EU 全体の排出削減に貢献してきました。

その一方で、この 32 年間に実現した EU 全体の排出削減量の約 64％は、ドイツ、ルーマニア、イタリ

ア、フランスの 4 か国によるものです。ただし、これらの国々はもともと EU 内でも排出量の多い国々

でした。2022 年時点では、ドイツが EU 最大の GHG 排出国であり、EU27 か国の総排出量の 24％を占

めています。これにイタリア（12.5％）、フランス（12％）、ポーランド（11％）が続きます。 

特に排出量の減少が顕著であったルーマニアは、2022 年時点の排出量シェアこそ約 2％ですが、1990

年比で約 73％の排出削減を達成しています（2 億 3,040 万トン〔1990 年〕→6,350 万トン〔2022

年〕）。この大幅な減少の背景には、1989 年の体制転換後、1990 年代前半に市場経済へ移行する過程で

産業活動が大きく縮小したことや、発電部門におけるエネルギー構成の変化などがあると考えられてい

ます。したがって、この削減は必ずしも近年の気候変動対策のみの成果によるものではありません。 

また、ドイツの GHG 排出量が依然として多い背景の一つには、EU 最大規模の経済・製造業基盤を有し

ていることに加え、一部の時期において石炭火力発電への依存が続いていたことが挙げられます。 

このように、EU 諸国が 30 年以上にわたり GHG 排出量を削減してきた主な要因としては、炭素集約度

の高い燃料の使用削減、具体的には石炭から天然ガスへの燃料転換や再生可能エネルギーの導入拡大、

さらにエネルギー効率の大幅な向上などが挙げられます。 

  



 

表 5 EU27 か国の GHG 排出量（百万トン、二酸化炭素換算） 

 

  



●EU 農業セクターからの温室効果ガス排出 

2022 年、EU 最大の GHG 排出源はエネルギーセクター（燃料の燃焼および燃料からの漏出）で、GHG

総排出量の 77％を占めています。農業セクターはこれに次ぐ第 2 の排出源であり、その排出シェアは

11％でした。第 3 の排出源は工業セクターで、排出シェアは 9％となっています。 

 

表 6 EU の主要排出・吸収源別 GHG 排出概要（1990 年～2022 年）（百万トン、二酸化炭素換算） 

 

 

2022 年、農業セクターからのメタン、N2O、CO2 の排出量は、それぞれ EU 全体の排出量の 56.3％、

71.9％、0.38％を占めていました。このセクターからの GHG 総排出量は 3 億 6,600 万トンでした。 

図 8 は、EU の農業セクターからの GHG 排出量の推移を示しています。基準年である 1990 年の排出量

は 4 億 8,300 万トンでしたが、2022 年には 3 億 6,600 万トンとなり、約 24％減少しました。これは、

CO2 が 33％、メタンが 22％、N2O が 27％減少したことによるものです。 

また、この期間に最も排出量の減少が顕著であったのは、家畜の消化管内発酵由来のメタンと、農用地土

壌からの N2O 排出でした（表 7）。 

 

図 8 EU の農業由来 GHG 排出量推移（百万トン、二酸化炭素換算） 

 



表 7 農業セクター中主要な GHG 排出源、およびその排出量とシェア 

 

 

●EU における二酸化炭素（CO2）排出 

EU で排出される GHG のうち、最も多いのはやはり CO2 です。CO2 は 2022 年の GHG 総排出量の

74％を占め、その排出量は 24 億 8,100 万トンと、1990 年と比較して 32％減少しました。 

ただし、EU でも米国と同様に、農業セクターは主要な CO2 排出源ではなく、その排出シェアは 0.38％

にとどまっています。最大の排出源は道路輸送で、CO2 総排出量の 28％を占めています。これに発

電・熱供給部門が 27％で続きます。 

主要な CO2 排出源の中では、道路輸送のみが 1990 年比で排出量を増加させており、その増加率は

24％でした。 

 

表 8  EU の各種 GHG 排出・吸収概要（1990 年～2022 年）（百万トン、二酸化炭素換算） 

 

 

●EU における一酸化二窒素（N2O）の排出 

EU で排出される GHG 総量のうち、5％が N2O です。1990 年から 2022 年までの 32 年間で、その排出

量は 41％減少し、2022 年には 1 億 7,500 万トンとなりました。 

EU においても、N2O の最大の排出部門は農業セクターです。2022 年の N2O 総排出量の 64％は、農用

地土壌の管理に由来しています。 

  



 

●EU におけるメタン排出 

EU で排出される GHG 総量のうち、12％がメタンです。1990 年から 2022 年までの間に、その排出量は

39％（4 億 900 万トン）減少しました。 

主要な排出源は反芻動物の消化管内発酵と廃棄物の嫌気性分解であり、2022 年の排出割合はそれぞれ

42％と 16％でした。 

1990 年以降、メタン排出量が大きく減少した主な要因としては、石炭採掘量の減少（排出量 6,000 万ト

ン減）、反芻動物の飼養頭数の減少（排出量 5,400 万トン減）、および天然ガス関連施設・供給網における

排出削減（排出量 3,500 万トン減）が挙げられます（表 9）。 

 

表 9 主要カテゴリーのメタン排出：1990 年 vs 2022 年の絶対及び相対変化量および 2022 年の排出シ

ェア 

 

 

●EU における反芻動物の消化管内発酵由来メタン排出の動向 

1990 年から 2022 年までの 32 年間で、EU 農業セクターから排出される GHG は 24％（5,640 万トン）

減少しました。この減少量の約 48％は、家畜の消化管内発酵由来メタン排出量の減少によるものです。 

動物の消化管内発酵による 2022 年のメタン排出量は約 1 億 8,081 万トンで、2021 年比では 1.2％減少

しました。この排出量は、EU の GHG 総排出量の 5.8％、EU のメタン総排出量の 44％に相当します。 

また、動物の消化管内発酵は、EU 農業セクターの GHG 総排出量の 49％、メタン総排出量の 79％を占

めており、農業セクター最大の GHG 排出源であると同時に、最大のメタン排出源でもあります。 

このことから、EU において農業セクター由来の GHG 排出削減に取り組む際には、メタンが最も重要な

削減対象の一つとなることが分かります。 

  



 

表 10 農業各カテゴリーによる排出量が農業セクター総排出量に占める割合、およびセクター総排出削

減量に対する貢献シェア 

 

 

1990 年から 2022 年までの 32 年間に、消化管内発酵由来のメタン排出量が減少した最大の要因は、EU

域内における反芻動物の飼養頭数の減少です。欧州委員会によると、生産者の収益性の悪化、環境規制の

強化、牛肉需要の低迷に加え、牛の増体効率や乳生産効率の向上などを背景として、近年は牛の飼養頭数

が減少傾向で推移しています。2023 年 12 月時点の牛の飼養頭数は 7,383 万 4,210 頭（2022 年比 1.3％

減）となり、7 年連続で前年を下回りました（図 9）。 

 

図 9 EU 各国の牛の飼養数推移 

 

  



 

●EU における農業セクターからの GHG 排出削減政策 

次に、EU で特に農業セクターを対象として講じられている GHG 排出削減政策を見てみましょう。EU 農

業の根幹を成す政策は共通農業政策（CAP）であり、その下で環境・持続可能性に関する施策として Farm 

to Fork（農場から食卓まで）戦略が推進されています。 

 

・共通農業政策 

EU の農業は、1962 年に導入された「共通農業政策（Common Agricultural Policy：CAP）」によって支

えられてきました。CAP は EU 加盟国共通の農業政策であり、EU 予算を財源として運営されています。

政策は、①農業者の所得を支える「価格・所得政策（第 1 の柱）」と、②加盟国が農業構造改革や農業環

境施策などの農村振興プログラムを実施する「農村振興政策（第 2 の柱）」の二本柱から構成されていま

す。 

CAP は社会情勢や政策課題の変化に応じて繰り返し見直されてきましたが、2021 年に採択された現行

CAP（2023～2027 年）では、加盟国の裁量と責任が拡大されるとともに、「欧州グリーン・ディール」

に基づく Farm to Fork 戦略の実現に向け、環境・気候変動対策が一層強化されています。 

 

・欧州グリーン・ディールと Farm to Fork（農場から食卓まで）戦略 

欧州グリーン・ディールは、EU が 2019 年 12 月に公表した持続可能な経済社会への移行を目指す包括

的な政策枠組みです。EU 全体として 2050 年までの気候中立（Climate Neutrality）の達成を目指し、気

候変動や環境劣化への対応と経済成長・雇用創出の両立を図ることを目的としています。 

そして、この欧州グリーン・ディールを食品システム分野で具体化した中核政策が、2020 年 5 月に公表

された Farm to Fork 戦略です。 

この戦略では、2030 年までの具体的な目標として、例えば次のような内容が掲げられています。 

• 有機農業面積を農地全体の 25％まで拡大 

• 化学農薬の使用量およびリスクを 50％削減 

• 温室効果ガス排出量を 55％削減 

• 生物多様性の高い景観要素を農地の 10％まで拡大 

• 家畜および水産養殖業における抗菌剤販売量を 50％削減 

EU 加盟 27 か国は、これらの目標達成に向けた具体的な施策を盛り込んだ戦略計画（Strategic Plan）を

策定し、それぞれ取り組みを進めています。 

一方で、環境対策の強化に伴う農業用燃料への優遇措置の見直しや、CAP の下で求められる環境要件の

厳格化などに対し、一部の農業従事者から強い反発も生じています。2024 年にはドイツ、オランダ、フ

ランス、ポーランドなど EU 各国で農業政策に対する抗議デモが発生し、日本でも報道されました。 

 

・炭素税：世界初の農業セクターへの導入（デンマーク） 

ここで、EU の一員であるデンマークが導入を予定している先駆的な GHG 削減策を紹介します。デンマ

ークは、2030 年までに GHG 排出量を 1990 年比で 70％削減し、2050 年までにカーボンニュートラルを

実現することを目標としています。そして、この目標の達成をより確実なものとするため、2024 年 11



月、デンマーク議会は畜産農家を対象とした炭素税の導入に合意しました。これは、GHG 排出量の削減

と、より持続可能で効率的な農業への移行を促進する「グリーン・デンマーク」政策の一環であり、農業

分野における世界初の炭素税導入事例として注目されています。 

具体的には、2030 年以降、牛や豚の生産に伴う GHG 排出量に対して 1 トン当たり 300 デンマーク・ク

ローネ（以下「クローネ」）（約 6,500 円、2024 年 12 月 25 日時点の為替レート換算）の課税が予定され

ており、その税率は 2035 年まで段階的に引き上げられます。ただし、2035 年までは 60％の税額控除が

適用されるため、2030 年の実質的な負担額は 120 クローネ／t-CO2e となります。 

シンクタンクの Concito によると、デンマークにおける乳牛 1 頭当たりの年間平均 GHG 排出量は約 6 ト

ンと試算されています。この水準を前提とすると、2030 年には乳牛 1 頭当たり年間 720 クローネ（約

15,500 円）の税負担が発生する計算になります。 

なお、2030 年から 2031 年までの税収は畜産業界のグリーントランジション支援に充てられる予定であ

り、2032 年以降の税収の使途については改めて検討されることになっています。 

議会は炭素税の導入に加え、①2045 年までに 25 万ヘクタールの森林再生、②2030 年までに炭素含有量

の高い低湿地 14 万ヘクタールを農業生産から転換すること、③窒素排出量削減のための農地買い上げな

どにも合意しています。これらの施策のために 300 億クローネ（約 6,480 億円）が投じられる予定であ

り、一連の対策によって 2030 年までにデンマークの GHG 排出量を約 180 万トン削減できると試算され

ています。 

デンマークは畜産業、特に養豚と酪農が盛んな国です。乳牛飼養頭数は約 56 万頭で、乳製品輸出量は世

界有数の規模を誇り、生産される乳製品の約 3 分の 2 が輸出されています。また養豚については、年間

生産頭数約 3,200 万頭のうち 9 割以上が生体、精肉、あるいは加工品として輸出されています。 

炭素税の導入が畜産経営や生産規模にどのような影響を与えるかについては、今後注視していく必要が

あります。課税によって生産コストが上昇するため、一部の生産者が飼養規模の見直しを行う可能性も

指摘されています。一方で、生産効率の向上や排出削減技術の導入によって対応を図る動きも予想され

ます。 

そのため、今後のデンマーク畜産業の動向は、同国から畜産物を輸入する国々だけでなく、世界の畜産サ

プライチェーンや農業分野における GHG 削減政策のあり方を考える上でも注目されるでしょう。 

 

●EU まとめ 

EU についても米国と同様に、まず排出削減評価の基準年である 1990 年から 2022 年までの GHG 排出

量の推移を、EU 全体、GHG 種別、セクター別に確認しました。1990 年から 2022 年にかけて、EU の

GDP は 67％成長した一方で、GHG 排出量は 33％減少しており、この点は特に注目に値します。この

期間の GHG 排出量の減少には、化石燃料使用量の減少、再生可能エネルギーの普及、エネルギー効率

の向上に加え、温暖化や住宅性能の向上による暖房用エネルギー消費量の減少などが大きく寄与してい

ました。 

EU の農業セクター由来の GHG 排出量は、この 32 年間で 24％減少していました。これは主に、反芻動

物の飼養頭数の減少や農地への施肥管理の変化によるものです。反芻動物の飼養頭数が減少した背景に

は、生産性の向上、需要の低下、農家の収益性悪化、環境対策の強化などが挙げられます。 



EU は世界をけん引する野心的な GHG 排出削減目標を掲げています。この目標達成に向けて、加盟 27

か国はそれぞれ厳しい政策を進めていますが、その影響はしばしば農業従事者に直接及びます。こうし

た背景もあり、2024 年には EU 各国で農業従事者による抗議デモが発生しました。 

デンマークが 2030 年から畜産セクターへの導入を予定している炭素税制度が、同国の環境目標達成に

どのように寄与するのかは今後の注目点です。課税による生産コスト上昇を受け、一部の生産者が飼養

頭数の見直しを進める可能性も指摘されています。一方で、生産効率の向上や排出削減技術の導入によ

る対応も考えられます。今後、デンマークの畜産生産や輸出にどのような変化が生じるのか、また、そ

れが国際的な畜産物市場やサプライチェーンにどのような影響を与えるのかが注目されます。 

 

最後に：「牛なき世界」で私たちは暮らせるか 

「牛は温暖化係数の高いメタンを排出する存在であり、気候変動の主な原因の一つである」――そのよう

な声が広く聞かれるようになって久しくなりました。そのような意見に触れる機会が増えるにつれ、自

ら調べたり考えたりしたわけではなくても、そのように認識する人が増えているようです。しかし、本当

にそうなのでしょうか。 

先に紹介した米国と EU の GHG 排出概要から、最大の排出源は反芻動物ではなく、圧倒的にエネルギー、

工業、道路輸送などの部門であることが改めて確認できました。（反芻動物の消化管内発酵由来の GHG

排出量が総排出量に占める割合は、米国で 3％、EU で 5.8％でした。） 

コロナ禍により人々の移動が激減した 2019 年から 2021 年にかけて、米国、EU、そして世界各地で GHG

排出量が減少したことは広く報道されましたが、本稿で紹介したデータにもその傾向が表れていました。

人々の行動様式や社会経済活動の変化が GHG 排出量に大きく影響することが改めて示されたのです。 

これまでもそうであったように、農業セクターは他のセクターと同様に GHG 排出削減の努力を続ける必

要があります。しかし、養牛が気候変動の最大要因であるかと言えば、現実はそれほど単純ではないこと

も確認できました。 

また、日本やヨーロッパでは人口減少傾向が見られる一方で、世界人口は増加を続けており、2050 年に

は約 97 億人に達すると予測されています。日本国内の消費者数は減少しているものの、世界全体では高

品質な動物性タンパク質への需要は今後も高まると見込まれています。日本には、高品質な動物性タン

パク質の供給国としての役割が期待されています。 

ただ、今後の人口増加による食料供給不足を懸念する以前に、Moughan（2021）は、世界 130 か国にお

いて既にタンパク質摂取量が十分ではない可能性を指摘しています。食料安全保障の観点からも、単純

に牛を悪者として削減するという選択は容易ではないでしょう。 

さらに、本稿でも記述した通り、牛は他の生物が利用できない粗繊維から高品質なタンパク質を生産で

きる優れた特長を持っています。加えて、牛が放牧される草地では、土壌中への炭素貯留が促進されるこ

とも報告されています。限られた栄養資源の有効活用、アップサイクル、そして炭素貯留という観点から

も、牛は重要な「ツール」と言えるでしょう。 

そして、牛の存在が生活や文化の中心となっている人々が世界中に存在することも忘れてはなりません。

Rabobank によれば、世界人口の約 10 人に 1 人、すなわち約 8 億人が牛に関連する産業によって生計を

立てているとされています。牛は、そうした人々の暮らしから簡単に切り離せる存在ではありません。 

米国でも EU でも日本でも、農業セクターにおける GHG 排出削減を模索する際、反芻動物の消化管内発



酵は主要な排出源の一つであり、当然ながら優先的な削減対象となります。また、メタン排出量の削減は

比較的短期間で大きな温暖化抑制効果が期待されています。 

CO2 の地球温暖化係数（GWP）が 1 であるのに対し、メタンの GWP は約 27 倍です。これは、同じ重量

を排出した場合、メタンが CO2 の約 27 倍の温暖化影響を持つことを意味しています。一方で、CO2 は

大気中に長期間残留し、累積的な温暖化をもたらすのに対し、メタンの大気寿命は約 12 年と比較的短い

ことが知られています。そのため、メタン排出量を削減することによって、比較的速やかな温暖化抑制効

果を得られる可能性があります。反芻動物由来メタンへの対策が世界的に注目されている背景には、こ

のような特性もあります。 

しかし、だからといって牛がもたらす多様な価値を無視し、単純に頭数を減らせばよい、あるいは牛を飼

うのをやめればよいという話ではありません。課題があるからこそ、牛が持つ価値や、牛にしか提供でき

ない役割についても同時に考える必要があります。 

牛は私たちの未来をより豊かなものにし、持続可能な社会の実現に貢献する重要な存在であり、その可

能性を持つ欠かせないピースの一つです。 

もちろん、養牛の持続可能性には依然として改善の余地があり、取り組むべき課題も少なくありません。

しかし、牛と人との関わり、牛がもたらす価値、そして環境負荷という課題を整理していくと、この問題

がいかに多面的で複雑であるかが見えてきます。白か黒かと単純に割り切れるものではないのです。 

立場や考え方の違いはあっても、誰もが豊かで持続可能な地球の未来を望んでいます。これからの養牛

のあり方について、さまざまな立場にある人々が建設的な対話を重ねていくことが求められています。 
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